
30年度
【別添】

（別紙１）

（１）30年度の借受・転貸面積

３月末までに
権利発生したもの
（※２）

左記以外で３月末までに
公告したもの
（※３）

借受面積 954 190

転貸面積（※１） 954 0

うち新規集積面積（※１） 310 0

（２）累計（31年３月末時点）

累計
（ストック）

借受面積（①） 7,053

うち転貸面積（②） 7,005

　うち新規集積面積 2,682

うち機構が管理している面積 49

　うち作業委託で管理している面積 2

　うち条件整備中の面積 0

99.3%

※3月末までに権利発生したものを記載すること。

（３）遊休農地の借受・転貸面積（30年度）

３月末までに
権利発生したもの
（※２）

左記以外で３月末までに
公告したもの
（※２）

借受面積 0 0

転貸面積（※１） 0 0

事業報告書（様式）

１　借受・転貸状況

※１：「転貸面積」、「うち新規集積面積」には、過年度に機構が借り入れて、当年度に転貸したものを含む。
　　　「うち新規集積面積」には、特定農作業受託により既に担い手が農作業を行っていた農地は含まれない。

※２：過年度に農用地利用集積計画を公告したもので、当年度に権利発生したもの及び
　　　過年度に農用地利用配分計画を認可公告したもので、当年度に権利発生したものを含む。

※３：当年度の３月末までに公告し、翌年度に権利発生するものを記載すること。
　　　なお、公告は、「借受面積」については、農用地利用集積計画を公告したもの、
　　　「転貸面積」については、農用地利用配分計画を認可公告した ものとする。

転貸率②/①

※１：「転貸面積」には、過年度に機構が借り入れて、当年度に転貸したものを含む。

※２：上記（１）の※２及び３と同じ。



転貸先 経営体数 転貸面積

（１）地域内の農業者 237 953.9

①認定農業者 204 906.0

うち個人 74 127.3

うち法人 130 778.7

　うち企業 49 148.7

　　うち農外から参入した企業 3 2.6

②認定新規就農者 10 15.4

③基本構想水準到達者 3 2.6

④今後育成すべき農業者 20 29.8

⑤認定農業者等以外の農外から参入した企業 0 0

⑥その他 0 0

（２）地域外からの参入者 0 0

うち個人 0 0

うち法人 0 0

うち企業 0 0

　うち農外から参入した企業 0 0

新規参入 0 0

①個人 0 0

②法人 0 0

うち企業 0 0

（１）＋（２）の合計（※２） 237 953.9

転貸を受けた者の農地の状況 転貸前 転貸後

平均経営面積 17.2 20.2

平均団地（連続して作業が
できるほ場）数

12.0 13.0

１団地の平均面積 1.4 1.6

※１：担い手の範囲には集落営農経営も含めるが、転貸先とはならないため、本表では不掲載。
※２：経営体数の欄は、複数地域で農地の転貸を受け、各地域で計上され重複している経営体であっても、
　　　１つの経営体としてカウントすること。

２　転貸先の状況（30年度事業分）

担い手（※１）



機構設立前 最新時点

耕地面積（※4） 40,700 40,200

耕地面積（うち田の面積（①）） 36,000 36,000

担い手の利用面積（②） 23,420 29,010

担い手への集積率　②/①（※5） 65.1% 80.6%

４　市町村別（又は地域別）の借受・転貸状況及び担い手への集積の状況

別表のとおり

賃料支払 577,482,436円

賃料収入 577,233,399円

差引賃料支払 249,037円

管理・保全費支払 628,186円

0円

運営費支払 64,692,835円

業務委託支払 30,838,165円

合計 96,408,223円

101,071円

13,669円

新規借入 0

返済 0

借入残額 0

（１）効率的・効果的に進んでいる市町村・地域の例とその要因

（２）機構自身の創意工夫

累計借入面積1ha当たりの単価

３　担い手への集積の状況

※4 農林水産統計の各都道府県の「耕地面積」を用いること。
※5 県の基本方針に基づいて算出

５　経費等の状況（30年度事業分）

条件整備費支払
（土地改良区への支払）

単年度借入面積1ha当たりの単価

・小浜市･･･市が主体となって関係機関が連携し、各地域のニーズに応じた方式で計画的に農地の集積
を推進。（市、農業委員会の意識が高く、地域の課題に応じて連携体制ができあがっている。）

・機構の契約情報について、業務委託先等と情報を共有するために独自に閲覧システムを導入してい
る。
・機構が農用地利用集積計画を作成し、市町の事務軽減を図っている。

条件整備費借入

６　優良事例
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